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令和２年４月 業務ガイドラインの主な改定ポイント

○国土交通省登録技術者資格へ民間資格の追加登録
新たに３２資格を追加登録し、合計３２０資格に増加

※適用：令和２年２月７日以降に公告（公示）する業務より適用

○評価基準の修正
「技術者の幅広い取り組み姿勢」の「学会誌などへの投稿の実績」について、

対象の団体の一部を限定列挙していたものを条件明示へ修正、条件の追加

○評価にかかる期間の変更
＜企 業＞ 業務実績 ： 平成21年度以降 → 平成22年度以降
＜技術者＞ 業務実績 ： 平成21年度以降 → 平成22年度以降

※適用：令和２年４月１日以降に公告（公示）及び指名競争入札における指名通知を行う
業務

○ＷＴＯ政府調達協定適用基準額の改正について
建設コンサルタント等業務 ６，８００万円 → ６，９００万円

※適用：令和２年４月１日～令和４年３月３１日までに締結する調達契約する業務
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（例）
○法令、技術基準等に関する知識
○工学的基礎知識
○経験
○点検技術・点検方法に関する知識
○診断技術・診断方法に関する知識
○補修設計技術・補修設計方法に関
する知識

登録申請

○資格付与試験等を一回以上実施した実績
○資格付与試験等の安定的な実施
○受験条件が、広く一般に公表されていること
○特定の者に利益を与えるものでないこと
○資格付与試験等が別表の第一欄から第五欄に掲げる要件

を満たす内容を有すること
○試験問題の作成及び合格者の判定等にあたる者に、教授、

准教授又は博士の学位を授与された者が含まれること
○合格者の登録及び証明等について、管理番号を記載した

証明書等の交付
○合格者の知識及び技術の維持向上のための措置
○登録の抹消等のための適切な審査手続

講習、研修の受講、
CPDの取得等

※５年毎の
登録更新

申請者（資格付与事業等の実施主体）

対象施設・業務に応じて設定

登録規程（登録要件の明確化）

大臣告示

登録要件
施設分野、業務、知識・技術を求め
る者の区分毎の必要な知識・技術

○過去５年間の実績に基
づき、申請書類（様式、
誓約書、添付書類等）を
作成

○申請の次年度以降５年間、
登録要件に適合した資格
付与試験等を毎年１回以
上実施

資格の活用

発注者
○業務の入札参加要件に登録資格を設定

○指名業者選定時及び落札業者選定時に登録資
格保有者を優位に評価

「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要

○国土交通省登録技術者資格へ民間資格を新たに追加登録
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分野別登録資格数（総計：３２０資格／Ｒ２.２追加：３２資格）

○国土交通省登録技術者資格へ民間資格を新たに追加登録

国土交通省登録技術者資格」とは、公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格

登録規程（平成26年11月28日付け国土交通省告示第1107号）に基づき、国土交通大臣の登録を受けた

資格をいう。
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○ＷＴＯ政府調達協定適用基準額の改正について

区分 改正後
【対象時期：R2.4.1～
R4.3.31】

現在
【～R2.3.31】

建設工事 ６９，０００ ６８，０００

建設コンサルタント等業
務

６，９００ ６，８００

上記以外の調達契約
（役務契約）

１，５００ １，５００

物品等の調達契約 １，５００ １，５００

単位：万円

適⽤対象案件
︓ 令和２年４⽉１⽇〜令和４年３⽉３１⽇までに締結する調達契約


